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令和 8 年 3 月

令和 8 年度 令和 17

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

＜料金表（税抜）＞

計 画 給 水 人 口 4,730

現 在 給 水 人 口 4,248法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適（財務）

㎥／日

　年 月 日

257 千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率 58.32

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

7

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 2,445

有収水量/計画給水区域面積

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

久米南町

簡易水道事業

計 画 期 間 ：

10

～

管 路 延 長

0.062

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 28 年 8 月 1 日

水 源

別添１－２

久米南町簡易水道事業経営戦略

事業の現況

　本町における料金体系は、用途や口径に関係なく、基本料金1,750円(8㎥まで)、超過料金200円(1㎥毎)となって
います。本計画期間内においては、現行料金のままで運営していけるものと試算しておりますが、事業を取り巻く環
境は厳しい状況であるため、料金改定を検討する必要があります。

1日平均配水量/1日配水能力×100

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

使用水量
1か月につき

基本料金
1か月につき

超過料金（１㎥につき）
1か月につき

0㎥ 500円
1㎥〜8㎥ 1,750円
9㎥〜 1,750円 200円



④ 組　織

＜組織体制＞

＜職員数・年齢構成等＞

建設水道課 合計

61歳～ 人 人

51～60歳 3人 3人

41～50歳 3人 3人

31～40歳 4人 ４人

～30歳 人 人

合計 １０人 １０人

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

これまでの主な経営健全化の取組

　平成21年度に策定した久米南町簡易水道事業統合計画書を基に、平成 29年度までに老朽化した電気計装と機械設備の更新を行いました。こ
の事業により一部の水道施設を統廃合することでダウンサイジングしました。また、令和6年度から公営企業会計を導入し、経営状況や財政状況を
的確に把握し、限られた財源をより有効に活用するため、経営健全化に努めています。

給水人口の予測

別添のとおり。

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　令和６年度末における本町の人口は4,230人、給水人口は4,108人で、給水普及率は 97.1％となっています。
　令和７年２月、本町において改定した久米南町人口ビジョンでは、令和１７年度には3,754人まで減少するものと推計しており、少子高齢化の影
響から、給水人口の減少が引き続き見込まれます。

*1　水道事業の広域化とは、水道法（昭和32年法律第177号）第２条の２第２項の市町村の区域を超えた広域的な水道事業者間の連携等に当たるものである。その具体的な方策としては、
経営統合（事業統合及び経営の一体化をいう。以下同じ。）、浄水場等一部の施設の共同設置や事務の広域的処理等がある。

水道係建設水道課町長

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

2019年度 2024年度 2029年度 2034年度

(人)

給水人口の予測
給水人口 人口



（２）

（３）

（４）

　水需要については、近年、大口需要者が町内に事業所を構えるなど、令和6年度の年間有収水量は492,501㎥と横ばいの傾向にあります。しか
しながら、給水人口の減少と町民の節水意識の高まり、節水器具の普及により、今後は減少していくものと見込んでいます。

料金収入の見通し

　これまでの料金収入実績値をベースに、給水人口や使用水量等の分析を行い、料金収入の見通しを推計しています。
　このまま現行の水道料金を維持した場合、令和 12 年度には損益赤字となりますが、すぐに資金不足とはならないため、計画期間内の料金改定
は予定にありません。しかしながら、今後の経営健全化を考えると料金改定を検討していく必要があります。

　法適用（一部適用）のため、従来と同じく町長部局の建設水道課の一部として事業運営しています。
　課全体では、産業建設課と上下水道課を統一することで技術職員6名が在籍していますが、技術承継や技術職員の確保など課題があります。
今後も事業規模や業務内容を常に把握、効率化することで適正な組織運営を目指します。

水需要の予測

組織の見通し

460,000

470,000

480,000

490,000

500,000
（㎥） 水需要の予測

有収水量

104,000

105,000

106,000

107,000

108,000

109,000

110,000

2024年度 2025年度 2027年度 2029年度 2031年度 2033年度 2035年度

（千円）
料金収入の見通し



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

　少子高齢化が顕著にすすむこの中山間地域においても、人口減少や施設の老朽化、技術職員の不足など、水道事業を取り巻く環境はより一
層厳しさを増しています。このような状況を踏まえて、ICT等の最新技術を活用したDXや広域化等の新たな事業手法の情報収集、導入の検討を
行うことで時代や環境の変化に的確に対応し、水質基準に適合した水が、いつでも、どこでも、だれでも、合理的な対価をもって、安全で、安定
し、継続的に受け取れることが可能な水道を目指します。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標 適正な水質等の管理による安全な水の供給を維持するため、水道施設等の更新事業や耐震化等を行う。

目 標
水道施設の更新事業等が控えているため、起債や国庫補助の活用、必要経費の見直し、施設の統廃合などを行
い、経営健全化を目指します。

②　収支計画のうち財源についての説明

　〈取組内容〉
　R8年度～R13年度　　電気設備及び機械設備の更新　549,588千円
　R12年度～R13年度　山手自然流下切替工事　310,160千円
　R13年度～R18年度　管路更新工事（畝地区、神目地区、下弓削地区）　649,482千円

(1) 収益的収入
 主な収益的収入は、水道料金と他会計繰入金です。
 水道料金については、給水人口や水需要の減少が予想されるため、減収を見込んでいます。また、他会計繰入金については、国が示す繰出基
準に基づいた繰入を見込んでいます。

(2) 資本的収入
 主な資本的収入は、企業債、国庫補助金です。企業債については、将来の利用者の負担が過大とならないように、有利な交付税措置のある過
疎対策事業債の借入を見込んでいます。国庫補助金については、交付条件から算定しており、事業費の 1／3 程度を見込んで計画を策定してい
ます。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

　投資以外の経費については、これまでの実績値をベースに物価上昇率を加味して試算しています。

　今後、計画の実施状況を適宜評価・検証し、毎年度進捗管理（モニタリング）を行うとともに、この経営戦
略と実績との乖離が著しい場合や計画の前提となる経営、財政条件が大幅に変更となった場合に見直し
を行います。また、現段階で把握できていない詳細事項についても、概ね5年毎の検証及び更新を行うこ
とで、計画の精度を高めていきます。
　見直しに当たっては、計画と実績との乖離及びその原因を分析するとともに、ＰＤＣＡサイクルによる持
続的なスパイラルアップを実践していきます。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

　水道事業は、施設の大量更新に伴う更新費用の増大や人口減少に伴う施設利用率の低下などに直面
していくため、施設の規模、配置の最適化を引き続き検討します。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　ダウンサイジングと同様に施設の規模、配置の最適化を引き続き検討します。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

　将来の利用者の負担が過大とならないよう、計画的な起債の活用をします。

　他会計繰入金については、国が示す繰出基準に基づいた繰入を見込んでいます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広 域 化

　水道料金については、給水人口が減少しており、近年大口需要家の事業所の影響により有収水量が
横ばい傾向にありますが、消費税率改定によるもの以外については減収を見込んでいます。今後の経営
健全化を考慮すると料金改定を検討していく必要があります。

民 間 の 資 金・ ノウ ハウ 等の 活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

そ の 他 の 取 組 　国庫補助など利用可能な財源がある場合は、積極的に活用するように検討していきます。

企 業 債

繰 入 金

　水道施設については、これまで故障や事故を予防するため、定期的に点検を行うとともに、点検結果に
基づき、部品交換などをすることにより、法定耐用年数を超えて修理用部品供給期間の数年前まで長寿
命化を図ってきました。
　今後も、適切に維持管理を行い長寿命化に取り組んでいきます。管路については、法定耐用年数どお
りの更新では多大な費用が見込まれるため、緊急性や重要性を考慮し更新するとともに、耐震管を採用
するなど、更新費用の低減と平準化を図っていきます。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。



全体総括

78.15

①　経常収支比率は、100％を上回っています。一
般会計からの基準外繰入金を利用していないため、
収支は均衡していますが、物価高騰など事業を取り
巻く経営環境は厳しい状況が予想されます。引き続
き経費削減など経営改善を図ります。
②　累積欠損金比率は、2.29％となっています。経
常収支は黒字ですが、公営企業会計移行初年度のた
め、特例的収支の影響から0％を上回っています。
③　流動比率は、公営企業会計移行前までは、基準
内繰入金を必要な分のみ繰入するなど必要最低限の
現金にて運用していたことから100％を下回ってい
ます。これによる資金不足の心配はありません。
④　企業債残高対給水収益比率は、引き続き設備更
新等を適切に行い、適正な企業債の運用を図りま
す。
⑤　料金回収率は、100％を下回っていますが、①
で述べたとおり、基準外繰入金を利用していないこ
とから引き続き適切な料金収入の確保に努めます。
⑥　給水原価について、①で述べたように引き続き
経費削減を図ります。
⑦　施設利用率は、同規模団体と比較するとほぼ変
わりありません。経営規模に適した施設運用を行い
ます。
⑧　有収率について、90％以上を維持できるように
施設管理を行います。

2. 老朽化の状況について

　有形固定資産減価償却率は、同規模団体と比較す
ると低い値となっていますが、必要な設備更新を今
後も行います。管路更新については、近年管路更新
を行っていないため、管路の老朽化が考えられます
が、設備更新と同様に事業費の平準化を図りなが
ら、適正な施設更新を行います。

2. 老朽化の状況

給水区域面積(km
2
) 給水人口密度(人/km

2
) － 類似団体平均値（平均値）

　経常収支は黒字となっていますが、収支は均衡し
ており、物価高騰や少子高齢化など事業を取り巻く
経営環境は厳しい状況です。事業費の平準化を図り
ながら、設備の更新や経費削減など安定した経営が
行えるように事業を運営していきます。

52.57 【】 令和6年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 77.51 97.12 4,565 4,108

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人)

4,290 78.65 54.55 ■ 当該団体値（当該値）法適用 水道事業 簡易水道事業 C3 非設置

経営比較分析表（令和6年度決算）
岡山県　久米南町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

0.35

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 0.00

平均値 - - - - 0.32

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 101.19

平均値 - - - - 101.77

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 9.01

平均値 - - - - 37.10

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

18.00

20.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 13.63

平均値 - - - - 18.22

①経常収支比率(％)

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

18.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 2.29

平均値 - - - - 16.12

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 82.45

平均値 - - - - 157.71

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 284.55

平均値 - - - - 958.97

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 72.55

平均値 - - - - 61.25

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 306.44

平均値 - - - - 279.83

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 58.32

平均値 - - - - 54.69

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 94.63

平均値 - - - - 71.44

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【102.02】 【26.96】 【142.39】 【1,043.36】

【70.34】【48.33】【285.60】【56.19】

【35.50】 【16.16】 【0.28】



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 112,533 110,556 110,120 109,686 109,253 108,822 108,393 107,965 107,539 107,115 106,693 106,272
(1) 109,494 109,056 108,620 108,186 107,753 107,322 106,893 106,465 106,039 105,615 105,193 104,772
(2) (B)
(3) 3,039 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

２． 94,628 85,941 83,200 78,942 68,662 68,200 63,538 65,895 60,616 61,755 57,219 58,243
(1) 40,765 32,111 36,346 35,701 29,182 29,035 22,588 27,969 27,892 33,676 30,148 32,544

40,765 32,111 36,346 35,701 29,182 29,035 22,588 27,969 27,892 33,676 30,148 32,544

(2) 53,801 53,800 46,824 43,211 39,450 39,135 40,920 37,896 32,694 28,049 27,041 25,669
(3) 62 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

(C) 207,161 196,497 193,320 188,628 177,915 177,022 171,931 173,860 168,155 168,870 163,912 164,515
１． 201,955 203,166 187,336 179,179 167,717 172,918 176,425 181,046 171,425 168,808 167,528 171,245
(1) 5,550 5,658 5,769 5,882 5,997 6,113 6,232 6,353 6,476 6,602 6,730 6,862

3,202 3,264 3,328 3,393 3,459 3,526 3,595 3,665 3,736 3,809 3,883 3,959

2,348 2,394 2,441 2,489 2,538 2,587 2,637 2,688 2,740 2,793 2,847 2,903
(2) 68,177 69,199 70,237 71,291 72,360 73,445 74,546 75,664 76,799 77,951 79,121 80,308

7,822 7,939 8,058 8,179 8,302 8,427 8,553 8,681 8,811 8,943 9,077 9,213
3,591 3,645 3,700 3,756 3,812 3,869 3,927 3,986 4,046 4,107 4,169 4,232

276 280 284 288 292 296 300 305 310 315 320 325
56,488 57,335 58,195 59,068 59,954 60,853 61,766 62,692 63,632 64,586 65,555 66,538

(3) 128,228 128,309 111,330 102,006 89,360 93,360 95,647 99,029 88,150 84,255 81,677 84,075
２． 2,770 2,666 2,315 2,502 2,776 2,842 2,868 3,171 3,198 3,458 3,394 3,485
(1) 2,698 2,666 2,315 2,502 2,776 2,842 2,868 3,171 3,198 3,458 3,394 3,485
(2) 72

(D) 204,725 205,832 189,651 181,681 170,493 175,760 179,293 184,217 174,623 172,266 170,922 174,730
(E) 2,436 △ 9,335 3,669 6,947 7,422 1,262 △ 7,362 △ 10,357 △ 6,468 △ 3,396 △ 7,010 △ 10,215
(F) 45
(G) 5,053
(H) △ 5,008

△ 2,572 △ 9,335 3,669 6,947 7,422 1,262 △ 7,362 △ 10,357 △ 6,468 △ 3,396 △ 7,010 △ 10,215
(I) △ 2,572 △ 11,907 △ 8,238 △ 1,291 6,131 7,393 31 △ 10,326 △ 16,794 △ 20,190 △ 27,200 △ 37,415
(J) 52,045 59,228 74,809 91,504 103,150 108,152 112,610 111,605 109,546 106,716 100,133 90,644

8,833 8,745 8,657 8,571 8,485 8,400 8,316 8,233 8,151 8,069 7,988 7,909
(K) 63,126 63,633 58,489 55,419 60,479 52,926 62,068 61,473 66,224 64,999 68,594 71,850

52,387 46,329 47,525 44,341 49,285 41,615 50,639 49,925 54,556 53,209 56,680 59,812

10,241 10,343 10,447 10,551 10,657 10,763 10,871 10,980 11,090 11,200 11,312 11,426
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 112,533 110,556 110,120 109,686 109,253 108,822 108,393 107,965 107,539 107,115 106,693 106,272

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度
R8

営 業 収 益

R9 R14 R15 R16 R17R10 R11 R12 R13

修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） △ 35△ 2 △ 11 △ 7 △ 1 6 7 △ 10 △ 16 △ 19 △ 25

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により 算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 30,000 116,900 140,300 76,800 63,900 230,500 89,300 183,700 18,000 88,000

２．

３．

４．

５．

６． 47,622 49,339 33,000 30,368 79,518 28,238 58,037 12,000

７．

８．

９．

(A) 30,000 164,522 189,639 109,800 94,268 310,018 117,538 241,737 30,000 88,000

(B)

(C) 30,000 164,522 189,639 109,800 94,268 310,018 117,538 241,737 30,000 88,000

１． 1,055 1,000 31,000 166,044 190,984 111,000 95,560 311,160 118,660 242,821 31,000 89,000

２． 53,009 52,657 46,329 47,525 44,341 49,285 41,615 50,639 49,925 54,556 53,209 56,680

３．

４．

５． 4,334 5,265

(D) 54,064 57,991 82,594 213,569 235,325 160,285 137,175 361,799 168,585 297,377 84,209 145,680

(E) 54,064 57,991 52,594 49,047 45,686 50,485 42,907 51,781 51,047 55,640 54,209 57,680

１． 53,968 57,991 52,594 49,047 45,686 50,485 42,907 50,776 48,988 52,810 47,626 48,191

２．

３．

４． 96 1,005 2,059 2,830 6,583 9,489

(F) 54,064 57,991 52,594 49,047 45,686 50,485 42,907 51,781 51,047 55,640 54,209 57,680

(G)

(H) 311,570 260,313 243,984 313,360 409,318 436,833 459,118 638,979 678,354 807,498 772,289 803,609

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

14,260 5,661 12,935 11,590 6,661 4,040 1,441 2,308 2,697 6,291 3,543 4,204

14,260 5,661 12,935 11,590 6,661 4,040 1,441 2,308 2,697 6,291 3,543 4,204

26,505 26,450 23,411 24,111 22,521 24,995 21,147 25,661 25,195 27,385 26,605 28,340

26,505 26,450 23,411 24,111 22,521 24,995 21,147 25,661 25,195 27,385 26,605 28,340

40,765 32,111 36,346 35,701 29,182 29,035 22,588 27,969 27,892 33,676 30,148 32,544

R17

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度
R8

R9 R10 R11 R12 R13

計

そ の 他

R14 R15 R16

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

R16

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

R17

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

R10 R11 R12 R13 R14 R15R9
本年度

R8


